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資本主義化を急ぐロシアの民営化問題
長砂 賓
はじめに
1991年から1992年にかけて，旧ソ連邦は劇的に変貌した。 1991年8月の
「クーデター」失敗に端を発して， 1917年10月社会主義革命以来政治権力を
独占してきたソ連共産党が解体し， 1922年以来の国家制度であるソ連邦も解
体した。まさに，ソ連社会主義の歴史的な崩壊である。 1985年に誕生したコ｀
ルバチョフ政権が目指した「体制内改革」＝ペレストロイカは無残に失敗し，
旧ソ連諸国では「体制転換」すなわち今までの「社会主義体制」から一種の
「資本主義体制」への再移行（いわゆる「世界文明」への回帰・統合）を目
指す政治勢力が，目下多数国民の支持を獲得している。
このような「体制転換」の基礎となる経済的土台の「変革」のなかで重要
な位置を占めるのが，プライバタイゼーション（民営化，私有化）である。
本稿は， 1991年暮れから1992年の夏にかけてロシア政府が「経済改革」の重
点項目として取り組んでいる民営化がどのような「体制転換」的意義を持っ
ているか，という問題の考察を意図している。
筆者は， 1991年7月 1日脱稿の論文で「ソ連邦における『脱国家化と民有
化」問題」を論じたことがある（『社会主義経済研究」第17号， 1991年11月）。
本稿はその続編に当たる。前稿においては， 1991年7月にソ連邦最高会議で
採択された「民営化法」草案審議をめぐっての，民営化にたいする消極・反
対派の議論の紹介・検討をおこなった。本稿においては， 1991年末にロシア
大統領令で承認された「民営化プログラムの基本的諸命題」が1992年6月に
ロシア最高会議で「民営化国家プログラム」として採択されるまでの時期
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に，民営化積極・推進派の内部で展開された興味ある論争に着目しつつ，ぃ
ずれにせよ民営化が「資本主義化」政策の要であることを批判的に論じるこ
とになろう。（なお， ロシアの民営化問題の文献・資料<1991年7月~1992
年8月＞を付録として末尾に記載しておく。）
I. 民営化促進の法的整備
まず，ロシアにおける民営化が法制上どのように整備されてきているか，
その足取りを追ってみよう。
第 1段階。 1991年7月3日にロシア最高会議は「国有企業・自治体企業民
営化法」（以下，「民営化法」）および「記名民営化口座・出資金法」を採択
した（「経済と生活」 '91,No. 31)。ほぼ同時に「脱国家化および企業民営
化の基本的諸原則についてのソ連邦法」がソ連邦最高会議で採択されたが，
両者は相互に独立しており（当時，「法律の戦争」といわれる状態があった），
内容的にはロシア法の方がよりラディカルであった。なお， 1990~1991年に
成立した「所有法」および「企業・事業活動法」についても同様なことがい
える。
第 2段階。ついで， 1991年12月29日付で「1992年におけるロシア連邦の国
有企業および自治体企業の民営化プログラムの基本的諸命題」（以下，「民営
化プログラムの基本的諸命題」））が，大統領令によって承認される（同上，
'92, No. 2)。
第3段階。さらに1992年に入って 1月29日の大統領令「国有企業・ 自治体
企業民営化の促進について」が出され，それに付属する一連の「臨時規程」
が公表される。民営化対象の価値評価，公開株式会社への改造，オークショ
ン（＝公募入札）での民営化，コンクールス（＝競売）での民営化，民営化
登録，民営化にさいしての経済的刺激フォンドおよび利潤の資金利用に関す
るもので，ワンセットになっている（同上， '92,No. 7, 8, 10, 11)。また
4月2日には，さきの「基本的諸命題実現に関する補足的措置について」大
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統領令が出ている（同上， No.27)。
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第4段階。 1992年6月に入って， ロシア最高会議は 6月 5日に「民営化
法」を修正・補足し（同上， '92,No. 24, 29), 6月11日には「1992年度ロ
シア国有・自治体企業民有化国家プログラム」（以下，「民営化国家プログラ
ム」）を承認する（同上， No.29, 「ソビエト・ロシア」 '92.6.16, 「イズベス
チア」， '92.6. 27)。6月14日には「破産法」的内容の大統領令が出され（「経
済と生活」， No.25), 7月 1日にはすべての「国営企業を株式会社に改変す
る組織的措置について」の大統領令（以下，「株式会社令」）が出され，さら
に，「公開型株式会社への同時的改変を伴った国有企業の商業化についての
規程」が大統領令によって承認されている（同上， '92,No. 28)。
第 5段階。 1992年7月中旬に発表された「経済改革深化のプログラム」の
なかで，民営化の促進の意義が強調される（同上， '92,No. 30)。さらに 8
月14日には「民営化小切手」制度の導入に関する大統領令および規程が出さ
れ， 10月1日からいよいよ「民営化小切手」が発行される段取りとなった
（同上， '92,No. 33, 35)。
周知のように，現在，大統領令はロシアにおいて法律の効力を持ってい
る。したがって，この 1年間に，国家権力を発動した「上からの」強制的な
民営化が推進されようとしていることが判る。この「立法」過程は，ロシア
の議会（最高会議）と政府との鋭い対立ときわどい妥協を通じて進行してお
り，「経済改革」の諸要素の優先順位をめぐる積極・推進派内部の見解対立，
さらに「保守派」の抵抗も加わって，体系化・具体化の進展にもかかわら
ず，諸法令の実効性には大きな疑問符を付けざるをえないのが現状である。
I . 「1992年度民営化国家フ゜ログラム」の概要と問題点
ロシアにおける民営化に関する，現時点でもっとも重要な公式文書は，
「民営化国家プログラム」である。この文書は， 1991年12月末に大統領令に
よって承認された「民営化プログラムの基本的諸命題」が，半年をこえる議
320(556) 第 37 巻 第 3•4号合併号
論を経てロシア連邦最高会議の決定として承認されたものである。「基本的
諸命題」の基本的構造は残っているが，多くの点で重要な修正が見られる。
なお，最高会議での議論は， 同時に，「民営化法」の修正ももたらした。 こ
こでは， 修正点に留意しつつ，「民営化国家プログラム」の概要をとらえる
ことにしたい。ロシアにおいて加速されようとしている民営化が，どのよう
な目的，順序，規模，様式でおこなわれようとしているかを知ることができ
る。適宜，コメントをつけることにする。
プログラムは11の項目と 5つの付表とからなっている。
「1. 序文」では1992年度の民営化の主要な目的が述ぺられている。それ
は，① 社会的な指向性をもった市場経済の創出に働きかける私的所有者層
の形成，② 民営化による企業活動効率の引き上げ，③ 民営化から入る資金
による住民の社会的保護および社会的インフラストラクチア施設の発展，④
ロシア連邦における財政状態の安定化過程への働きかけ，R競争的環境の
創出および国民経済の非独占化への働きかけ，⑥ 外国投資の引き入れ，⑦
1993-1994年における民営化規模拡大のための諸条件および組織構造の創
出，である。
「基本的諸命題」の場合に比べて，諸目的はより明確にされており，とり
わけ，①が明記されたことは，民営化の最大の目的が所有関係における「体
制転換」にあることを示しており，興味深い。だが，諸目的を，長期的・構
造的な意義をもったものと，短期的・経過的なものとに分けて理解する必要
があろう。①，R, ⑥，⑥ が前者に，その他が後者に属する，といえよう。
「2. 1992年度における民営化の可能性の点での施設および企業の分類」
では，① 民営化が禁止されるもの，Rロシア連邦政府か共和国政府の決定
によってのみ民営化されるもの， ⑧ 部門別省の意見を考慮してロシア国家
資産委員会の決定によってのみ民営化されるもの， ④ 地方民営化プログラ
ムに沿ってのみ民営化が許容されるもの， ⑥ 義務的に民営化されるもの，
という 5つのカテゴリーに施設・企業が具体的に分類されている。
「基本的諸命題」に比ぺて，分類の基準がより明確であり，内容も詳細に
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なっている。⑤ が追加されているのが，注目される。
「3. 国家権カ・管理機関にとっての民営化に関する見積り指標」では，
1992年度中に民営化されるべき企業の部門別ウエイトの目標数値が，共和
国，地区，州，都市，自治州，自治区ごとに，一覧表にまとめられている
（第 1,2, 3表）。概して， 50~60%の高率である。
「4. 1992年度の民営化から得られる資金の配分ノルマチーフおよび1992
-1994年度の資金収入予測」では， 1992年の予測資金総額とその内訳（第4
表）と1993-1994年についての予測額，民営化から入る資金の配分ノルマチ
ーフ（第5表）が示されている。
注目されるのは， 1992年の第4• 四半期から，民営化資金として記名民営
化出資金（民営化小切手）が登場し， 1993• 4年にはそれと企業の民営化基
金とが資金の主流となることを予測していることである。
「5. 1992年度における民営化の様式，および民営化にさいしての特恵」
の項目は，プログラムのなかでもっとも重要なものであり，「基本的諸命題」
にくらべて内容ははるかに充実している。その要点は以下のようである。
① 閉鎖型の株式会社やコンツェルン等に基づく株式会社は認められな
い。国有（自治体）企業が企業の定款資本（フォンド）に持ち込む資産出資
金は国家的（自治体的）所有である。民営化にさいしての企業分割は労働集
団の同意を要しない。
② すべての企業が，民営化の様式の点では， 3つのグループに分けられ
る。
イ） 200人以下の従業員および100万ループリ以下の固定フォンドの小企業
は，オークションで（コンクールスで）売却される。
ロ） 1,000人以上の従業員あるいは5,000万Jレーブリ以上の固定フォンドの
企業は公開型の株式会社に改変される。
ハ）その他の企業はこのプログラムが定めるどの様式でもよい。
⑧ 1992年に予定されるのはつぎの民営化様式である。公開型の株式会社
の株式の売却，オークションでの企業の売却，商業的コンクールスでの企業
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の売却， 非商業的投資コンクールスによる企業の売却， 整理企業の資産売
却，賃貸資産の買取り，である。
④ 公開型の株式会社の株式売却のさいには，労働集団成員への特恵の 3
つのバリアントのひとつが選択される。特恵は，その企業が基本的な労働場
所である従業員，その企業に復帰する権利をもっている人，年金受給者ある
いは一定期間当該企業で従業員だった人， 1992年 1月 1日以降に人員整理さ
れた人，に適用される。
バリアント 1。労働集団の全成員に，一時に， 無償で，定款資本の25%
分（ただし， 1人当たり月労働支払い最小額の20倍を越えない）が記名特権
（非票決）株として提供される。定款資本の10彩まで（ただし，上記の 6倍
以内）の普通株が，名目価値の30彩割引付きおよび3年までの分割払いで，
労働集団成員に予約売却される。経営担当職員には，定款資本の 5彩まて
（ただし，上記の2,000倍以内）を名目価値での普通株として手に入れる権
利がある。
バリアント 2。労働集団の全成員に，定款資本の51彩までの普通（票決）
株を手にする権利を与える。その場合，株の無償提供や特恵条件での株売却
は行なわれない。
バリアント 3。企業従業員の 1グループは，（一定の諸条件のもとで）名
目価値での普通株の形で定款資本の20%を手に入れる権利を獲得する。契約
期間中，このグループには票決株の20%による票決権が与えられる。企業の
全従業員には定款資本の20%の額の普通株が売却される（ただし，上記の
200倍以内， 30彩割引と 3年の分割払い付き）。従業員200人以上および固定
フォンド100~5,000万ループリの場合に適用される。
どのバリアントを選択するかは，従業員総会での投票あるいは署名リスト
で決定される。無償で提供される株の配分手続き等は，従業員総会が決定す
る。得られた株を株主は無制限に売却することができる。
⑥ オークションでの売却によって企業は私的所有になるが，その場合，
従業員は売却価格の30%(ただし，上記の20倍以内）を手に入れる。
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⑥ コンクールスでの売却も同様だが，この場合には，従業員は売却価格
の20彩（ただし，上記の15倍以内）を手に入れる。
⑦ オークションやコンクールスで所有者になった自然人および法人は，
その資産に入らない地所・建物・建造物の賃貸借長期契約の締結権，またそ
れらを自己の所有にする権利を与えられる。
⑧ 買い手である自然人あるいは法人が単独の場合は，ロシア国家資産委
員会が定める手続きでの価格で企業は売却される。この場合，企業の従業員
に特恵はない。
⑨ 清算される企業の資産売却はもっぱらオークションで行なわれる。
その場合，従業員は売却される資産価格の30彩まで（ただし，上記の20倍以
内）支払われる。
⑩ 賃貸借された資産の民営化様式は様々でありうる。
⑪ 賃貸借資産の買取り権は，企業組成から分離される構造的亜部分の労
働集団がつくる組合に与えられる。 この組合には，⑦ の場合と同じ権利が
与えられる。
⑫ 企業は経済的刺激フォンドおよび利潤によって民営化フォンドをつく
ることができる。そのさい，従業員の個人記名民営化勘定が開設される。
⑬ 民営化の開始から終了までの期間，企業従業員に不利益になる諸行為
は禁止される。
⑭ 1992年には，民営化にさいして一連の補足的特恵が設定される。
「基本的諸命題」と比べてみると，民営化様式の基本が国家資産の「売
却」であることは不変であるがそのバリエーションが進んでおり，民営化に
さいしての企業従業員の「特恵」の幅が拡大され多様化されている。
「6. 1992年における民営化信用供与の諸条件」では，諸銀行の役割が規
定されている。
「7. 1992年における市民の記名民営化出資金の利用」では，年内に記名
民営化勘定（民営化小切手）制度を導入するに必要な諸措置が規定されて
いる。「基本的諸命題」に比べて，姿勢がより積極的になっている。
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「8. 外国投資の利用」では，民営化にさいしての外国投資利用の諸条件
が規定されている。「基本的諸命題」に比べて， 規制が大幅に緩和されてい
る。
さらに，「9. 民営化にかんする国家諸機関相互の， 他の国家管理諸機関
およびあらゆるレベルの予算との相互関係の秩序」，「10. 民営化から得ら
れた資金による目的別財政基金の形成」，「11. 民営化地方プログラムヘの
指示」では，実務的な諸規定が盛られている。
プログラムの概要は以上の通りであるが，さらにポイントを要約し，その
問題点の指摘を試みよう。
① プログラムにおける民営化の主要目的は，国家的所有を私的所有に転
変すること（文字どうりの私有化）にある。経済的土台の「体制転換」が目
的である。企業活動効率の引き上げなどの目的は「つけたし」あるいは「ロ
実」にすぎない，といえよう。したがって，問題は，今まで「社会主義的な
社会的所有」の主要な形態であった国家的所有がなぜ資本家的所有を含む私
的所有に再度逆戻りさせられねばならないか，歴史的かつ理論的観点からそ
のことはどのような「積極的」意義をもっているか，という点にある。この
問題は，プログラム以前の「所有法」や「民営化法」の次元の問題であると
はいえ，民営化国家プログラムの次元でもつねに問い直されねばならない。
R プログラムが予定している民営化の規模はきわめて大きく，そのテン
ポも早い。大規模・急速民営化路線である。民営化がさしあたって禁止され
ている部門は，資本主義諸国でもすでに国有化・公営化されている類のもの
であり，民営化の早期実現が義務づけられている部門はいわゆる「小民営
化」の対象をはるかに越えて広大であり，結局は，いわゆる「大民営化」を
含むトークルな民営化が目指されている。かつての国有化の「裏返し」とし
ての非国有化である。複数所有制としての混合経済が目指されているという
よりも，実体は，国家的所有のトークルな支配にとってかわる私的所有のト
ークルな支配が目指されている，と言っても過言ではない。
③ プログラムが規定している民営化の様式は，もっぱら企業資産あるい
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は株の売却である。売り手は国家であり，買い手は任意の（国内外の）自然
人あるいは法人である。なんらかの「資産家」とその集団が，いわゆる自発
的民営化の場合とは異なって「正当な」（しかし， 実際には極めて低い）価
格で国家資産を手に入れる。
ォークションあるいはコンクールスで国家資産を買い取った私的所有者
は，自営業者か資本家＝経営者になる。従来の従業員は買取り額の一定部分
を受け取るのと引替えに，新しい賃金労働者となる。閉鎖型の株式会社の形
成は禁じられているから，従業員持株会社の形の集団的所有の道は閉ざされ
ている。推奨される公開型の株式会社の場合はどうか。 3つのバリアントの
差はあるが，企業従業員はなんらかの程度において特恵的に株主となること
ができる。しかし，圧倒的な部分の株式はさしあたって国家が保有せざるを
えず，それらは徐々に従業員を含む自然人あるいは法人に売却される。また
従業員は自己保有株を自由に売却できる。周知のように，株主は即資本家で
も経営者でもない。株を売却して「無ー物」になる従業員も現われる。株式
は遅れ早かれ特定の個人グループ・法人の手に集中され，そういった人々が
資本家＝経営者層に成長し，株主一般は単なる配当金受取人に，従業員株主
は配当金をも受取る賃金労働者に「転落」する。かくして，新しい資本・賃
労働関係，階級対立が生まれる。今までの「社会主義国有企業」が新しい資
本家的私企業に転成する。そして， これこそが，民営化の究極目的なので
ある。（広義の）労働者階級が， 民営化にさいしての僅かの一時的な特恵や
補償と引替えに，自己の根本的利害の放棄を迫られているのが，民営化なの
である。
④ プログラムは， 1992年の秋から記名民営化出資金の利用を開始するこ
とを予定している。記名民営化出資金とは，国家がすぺての市民の記名民営
化勘定に無償で払い込み，市民がそれによって公開株を買うことができる民
営化小切手・「金券」である。 これに関する法律はすでに1991年7月3日に
「民営化法」と同時に採択されている5その意図は，すべての市民を民営化
に参加させる形をとること，民営化の有償・売却様式に不可避な社会的不公
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平を緩和すること，そして民営化資金の不足をこのような国家信用供与（た
だし，無利子の）によってカバーすることにある，といえよう。しかしこの
方策は，まったく形式的に市民を生産手段の「平等な」私的所有者にするだ
けであって，その実体は，市民にとっては「誰の所有でもなかった」今まで
の国家的所有と大差ないものとなるか，その制度の運営いかんでは特定の人
々への富の集中の手段と化するであろう（投資基金・保険会社の設立など）。
社会的公平・公正の追求というスローガンのもとに，実際にはより一層の社
会的不公正が実現することになる。つまり，「資本の本源的蓄積」の有力な
手段となりうるのである。
したがって，有償・売却の様式であれ無償・贈与の様式であれ，それらの
どのような組合せであれ，民営化の本質は同じであって，少なくとも形式的
には「社会的所有」であった今までの国家的所有を解体して公然と名実とも
に資本家的私的所有を再建することにある。だとすると，民営化積極的推進
派の立場にたつかぎりは，有償か無償かの問題をめぐっての論争は「コップ
の中の嵐」に過ぎないかも知れない。「基本的諸命題」から「国家プログラ
ム」にかけてのひとつの論争はその類のものといえよう。しかし，この論争
のなかでは，民営化によって真に生産の主人公になるのは誰かという問題を
めぐって興味ある論点が提出されている。次節でその論争を取り上げること
にしよう。
m. 「民営化国家フ゜ログラム」にいたる論議
「民営化プログラムの基本的諸命題」から「民営化国家プログラム」にい
たるまでの間に，民営化の手順と内容をめぐって，民営化の積極的推進派の
内部で，興味ある論争が展開された。論争は1991年12月3日に大統領令とし
て公布され1992年 1月から実施された価格自由化を突破口とするロシア政府
の経済改革をどう評価するか，という大きな問題ともかかわっているが，民
営化問題に限定すると， 「基本的諸命題」の擁護者であるロシア国家資産委
資本主義化を急ぐロシアの民営化問題（長砂） (563)327 
員会議長ア・チュパイス（「政府通報」 1992,No. 7, 「コムソモールスカヤ
・プラウダ」 '92.2. 20, 「イズベスチア」 '92.2. 26), 同副議長デ・ワシーリエ
フ（ロシア・通報」 '92.4. 24), さらにロシア連邦最高会議民営化小委員会議
長ペ・フィリポフ（「ロシア新聞」 '92,No. 56)と，「基本的諸命題」に批判
的なエリ・ビヤシェワらの学者グループ（「イズベスチア」 '92.2.14, 3. 27, 
「ロシア新聞」 '92.4.2)およびロシア民主改革運動議長ゲ・ポポフ （「イズ
ベスチア」 '92.5.19~20)のあいだの見解対立である。対立の中心は，国家
的所有の民営化（＝私有化）様式を有償売却にすべきか，それとも無償贈与
にすべきかをめぐって，どのような新しい私的所有者に生産の真の担い手を
発見できるか，という点にある。
この他に，この論争とは相対的に独立した有力な政府構想批判として，ロ
シア副大統領ア・ルッツコイの見解（「プラウダ」 '92.2. 8), エヌ・フェド
レンコらのグループの見解（「イズベスチア」 '92.3.13, 「プラウダ」 '92.6. 9 
•11 ・ 16), ゲ・ヤプリンスキーらの見解（「モスクワ・ニュース」 '92,No. 
21), エリ・アバールキンらの見解（「経済新聞」 '92,No. 21)がある。い
わゆる「保守派」的立場らの消極・反対論がマス・コミに登場するのは，今
日では稀である（「ソビエト・ロシア」 '92.6. 16• 25)。
以下では，これらの批判的見解にも留意しつつ，主として，有償か無償か
の見解対立の裏にある民営化の根本問題のひとっ，すなわち，民営化によっ
て誰が，どのように，新しい所有者，経営者，労働者になるか，という問題
を検討してみよう。それは，前節で指摘した「国家プログラム」が学んでい
る問題点を確かめることになるであろう。
1992年2月14日の「イズベスチア」は，エリ・ビヤシェワらのグループ論
文「無料で引き渡すぺし：もっとも道理にかなった民営化様式についてのロ
シア大統領への上申書」を載せた。この「上申書」は，一見したところで
は，民営化についての政府プログラムに根本的に対立する極めて刺激的な内
容のものである。その内容を要約してみよう。
① ロシアでは国家的所有と呼ばれた全人民的な不可分の所有がノメンク
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ラトゥーラ階級によって領有されていたのであるから，所有の民営化は「返． 
済的な性格，したがって可能なかぎり無料的性格をもたねばならない」。そ
れにふさわしい様式は，「経営単位としての労働集団に所有の基本的部分を
無償で引き渡すこと」である。その経営単位は，「集団の各成員が所有のひ. . . . . 
とりひとりの分け前をもった私的株式企業の地位を獲得する」。 ところが政
府のプログラムでは，労働集団も経営陣も私的所有者になれず，企業管理権
を与えられず，依然として国家の果たす役割が大きい。
R われわれは「正確に規定された所有主体をもった，原則的に別の民営
化モデル」を提案する。そのような主体となるのは「労働集団」であって，. . . 
それは「民営化された企業すなわち私的企業の企業家的集団の地位」をも
っ。政府は「もっとも効率的な所有者」を作り出すことにならないと反論す
るが，われわれは「最善の所有者を作り出すための諸条件を急速にそして可
能なかぎり円滑に保障する」という別の目的を追求する。従業員 1人当たり
1万2千ループル以下の資産規模の企業は無料で労働集団に引き渡され，そ
れを越える部分は労働集団が買取るか信用買いにする。「民営化された企業. . . . . . . . . 
は私的企業の地位を，労働集団は企業家的集団・所有者の地位を得る」。
⑧ 所有の無料引渡しは，他の様式に比べて一連の長所を持っている。そ
れはもっとも民主的な形態であり，短期間にすすめることができ，大量失業
の予防を含む社会保障に配慮することができ， 「所有の文化」を回復させ，
社会の「安定化要因」となる。
④ われわれは，つぎの提案をおこなう。「1. コンクールスおよびオーク
ションによる民営化モデルを拒否し，もっとも高度に組織され科学集約的な
国防複合体企業を含む，大，中，小企業の大部分の広範で同時的な大量無償民
営化にとりかかること。 2.民営化対象の「禁止」リストを大幅に縮小して，
民営化の許可制原則を申告制原則で取り替えること。 3.民営化を簡単明瞭
に， すべての人にとって単一の手続きでおこなうこと。 4.労働集団が形成
する株式会社その他の閉鎖型および公開型の会社の所有に国有企業を引き渡
すやりかたで，民営化をすすめること。株式会社の創立者になりうるのは，
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企業の従業員および年金受給者，また企業での仕事に復帰する権利を持って
いるその他の市民だけでなければならない。国家資産管理委員会を含めて，
国家は，株式会社の創立者となるべきではなく，その定款基金のなかでそも
そもの最初からいかなる分け前も持つべきではない。民有化を無料・信用的
方法ですすめるべきである」。
この「上申書」は，大統領令によって「法律」としての効力を与えられて
いた「基本的諸命題」に示されるロシア政府の民営化方針と大きく異なる内
容のものであり，また，エリ・ビヤシェワが首都モスクワにおける民営化を
この「上申書」の路線で推進しようとしていたゲ・ボボフ市長（当時）の側
近であり，さらに，この「上申書」には著名な「改革派」の人々が名を連ね
たこともあって，政府は直ちにこれに反撃した。
ロシア国家資産委員会議長ア・チュパイスは， 「イズベスチア」 (1992.2. 
26)および「政府通報」 (1992,No. 7)の紙上で，つぎのような反論をおこ
なった。
① 反対者たちは労働集団の利害の代表者たらんとしているが，政府が重
視するのは， 「あれこれの集団が所有者になることではなくて， 集団を成り
立たせている具体的な人々が所有者になることである」。集団の成員でなく
ても，記名民営化勘定の導入によって所有者になりうる。
R 反対者たちは「各人がその労働の場において主人公とならねばならな
い」と考えているようだが，そうでなければならない訳ではない。「各人は．
とりわけ言葉の企業家的意味における主人公になるかならないかを選択し，
みずから決定しなければならない」。すべての人が企業家になる意思と能力
をもっている訳ではない。
③ われわれは「地すべり的な民営化」も際限なく民営化について議論し
続けることも，ともに排する。現状は，「民営化法」の線で第一歩を踏みだ
したところである。
④ 「われわれがなぜ企業を集団的所有に無料で引き渡すことにかくも積
極的に反対するか」といえば，理論と実践の両面でこの問題は研究済みだか
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らである。「この道が行き止まりであるという結論は出ている」。それに，「た
だの所有は人を主人公にしない」。
ロシア連邦最高会議民営化小委員会議長ペ・フィリポフも「無料主義者」
たちにつぎのように反論した（「ロシア新聞」 1992,No. 56)。
① 「上申書」のような「民営化にたいする大衆迎合的アプローチ」は大
変危険である。
R 企業資産を単純にその従業員たちの所有に引き渡すような「集団的
「差し押さえ」は，根拠のない社会的不公平拡大をもたらす。資産規模の大
小で取り分が大きく異なり，公務員（軍人，医師，教師，学者など）は配分
に与れない。
⑧ 1人当たり 1万2千Jレープリを無償で，残りは信用でというが，それ
はさらに「社会的公正」を損なうことになる。なぜなら，一方では資産の帳
簿上の残余価値とその実際の市場評価額とに大きな差があり，他方では信用
利子の支払い負担は企業経営を圧迫して「従業員・所有者」を失業の脅威に
晒しかねない。
④ 興味あるのは，提案されている無償贈与額と政府•最高会議構想によ
る種々の特恵からの取り分額とがほぼ同じであること，および，信用での買
取りが予定されている分については政府案では無償となっている（記名民営
化勘定・出資金）こと，という皮肉な事実である。
⑤ 世界的経験では，企業従業員が支配株を持つことは企業業績の向上，
経済発展に貢献しない。「筆者たちは， 実際には， 経営上の官僚制の無責任
な権力の保持にわれわれを押しやっている」のである。
⑥ 筆者たちは「私的企業という組織的・法的形態の選択」を推奨してい
るが， 閉鎖的株式会社は経営上の官僚制の利益に沿うものであって， 「前代
未聞の所有者・農奴階級を作り出す」ことになる。それはまた，工業の構造
的ペレストロイカを阻害するであるう。
このような反論にたいして，ェリ・ヒ゜ヤシェワらは（前回に比べて 2人の
名が落ちているが）再度自説を主張した（「ロシア新聞」 1992,4.7)。
資本主義化を急ぐロシアの民営化問題（長砂） (567)謡1
① 民営化は自己目的ではなく，競争と市場関係を創出する「改革の一楼
の望み」である。そのために必要とされる民営化の規模はすくなくとも75彩
でなければならず，それに要する資金は 1兆 1千億~1兆2千億ループリ，
国民 1人当たり 7千5百ループリ，国民経済従業員 1人当たり 1万5千ルー
プリとなる。この資金を住民から調達することは事実上不可能である。
R 民営化プログラムが喧伝している企業従業員の特恵は，実際には微々
たるものである。
⑧ ここに改めて詳細な「無料・信用による民営化の図式」を提示する。
この「ゲームのルール」は，簡単明瞭であり，急速に (1~ 2年内に）民営
化を実現できる。（提案は20項目にまとめられている。）
④ 「無料民営化」が当面は企業活動効率を高めない，という欠陥をもっ
ていることは認める。しかし，逆説的だが，そのことは従業員株主の多くが
株を手放すのを促し，「株は企業家的な人々の手に集中されることになろう。
そして資本の集中が高くなればなるほど…•••株式会社の管理と活動はより効
率的なものになるであろう」。だから，「問題の本質にかんしてわれわれは反
対者たちと意見を異にするものではない。違うのはただ到達すべき結果を達．．．． 
成する様式だけである」。反対者たちが「買う用意がある市民のなかに企業
家を見いだそう」としているのにたいして，われわれは「無料で手に入れた. . . . .. . 
所有の分け前を売ろうとしない人々のなかに企業家を見いだそう」としてい
るのである。
この論争の「幕引き役」を務めたのは，ロシア連邦国家資産委員会副議長
デ・ワシリエフである（「ロシア通報」 1992.4.24)。彼は， 政府が反対派の
批判を考慮して民営化プログラムを大幅に修正したこと，また「左翼ラディ
カル」反対派も前掲の論文を発表したことによって，両者の見解は接近し
た，と強調した。
① 2つのグループのアプローチには一致点が多い。民営化は「改革の一
綾の望み」である。民営化の最終目的は生産の経済的効率の引き上げであ
る。有料か無償かの違いはあっても，市民に配分されるのは国家的所有の10
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分の 1(1千億~1千5百億ループリ）より多くない。私的企業がもっとも
効率的であるが，従業員が株主である株式会社の効率は低い。大部分の企業
は株式会社に改変されるぺきだが，株の自由な再売却もなければならない。
特定の企業や部門は特別のやり方で民営化されるべきである。民営化法を修
正する必要がある（株あるいは記名民営化勘定の再売却の許可，一時的に国
家の管轄下にあって企業を完全破産で脅かす特権株にかかわる安定配当金支
払いの廃止，もっとも簡単な様式でく残余帳簿価値で〉の資産評価の実施）。
従業員だけでなく，年金受給者および企業に復帰する権利を持つ人も特恵的
に（無料で）株を受け取ることにする。将来，従業員株主は何らかの程度株
を手放し， 「この進歩的過程の結果として資産はしだいに効率的所有者の手
に移るであろう」。株の一部は， かならず経営陣の役員に引き渡さねばなら
ない。一方で政府は，労働集団に支配株を引き渡すことができるようにし，
また記名民営化出資金の導入を促進することにした。他方で， ビヤシェワ・
グループは集団的企業の経済効率が低いことを認めた。
③ しかし， 違いはある。それは，「効率的所有者をどのように発見ある. . . 
いは作り出すか」という点にある。政府プログラムはなんらかの株を買うこ. . .. . .  
とを自覚して決定した人々のなかに見いだそうとする。この場合，効率的所
有者は十分に早く現われる。これにたいして，ビヤシェワ構想では，「企業の．．．．．．． 
全従業員に最初から強制的に，上から株を割り当てる」。 これは良くない。
既成の非効率的な経済構造が人為的に保持されるし，自分の資金を他の，ょ
り効率的な企業に投下する選択の可能性を人々から奪うからである。さら
に，効率的所有者が徐々に形成されうるかどうかも怪しい。
⑧ 総括しよう。「両者の違いは大幅に縮小した。経済的観点からすれば，
政府のプログラムは，本質的により強力である，と認めねばならない。それ
は集団的所有が広く普及するリスクを減らし，生産の経済効率のより急速な
引き上げをもたらすであろう。社会心理の立場からすれば，あらゆる大衆迎
合的措置と同様に，エリ・ビヤシェワのプログラムがより効率的に見える」。
どちらをとるぺきか？「苦い薬の厳しい時節が到来したのである」。
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このように，民営化推進派内部の論争は，大統領令による「民営化の基本
的諸命題」を大幅に修正した「民営化国家プログラム」を最高会議が採択
し，また，「民営化法」をも修正することによって， 実践的には終結するこ
とになった。しかし，この論争のなかには，われわれの銀点からすれば解決
済みとは到底見なしがたい問題点が含まれている。
IV. 民営化と資本主義化 ー結びにかえて一
「民営化国家プログラム」およびそれに到る論議の紹介・検討を通じて明
らかになったことは，民営化は資本主義復活路線そのものである，というこ
とである。公式文献では，民営化が「資本主義化」 (capitalisation)を目指
すものであることは，確かに言われていない。それどころか，すべての市民
が，今までの国家的所有のもとでの疎外状況（実質的な非所有者の立場）を
克服して，等しく所有者になる，なれるのが民営化（私有化）である，とさ
れている。しかし，実態はその正反対である。
マルクス経済学の概念によれば，周知のように，資本主義経済の根幹をな
すのは資本家的私的所有である。高度に発達した商品・貨幣関係のもとで少
数の社会成員（資本家階級）が生産手段と労働生産物の所有者となり，大多
数の社会成員（労働者階級）が非所有者となっている所有関係が資本家的私
的所有である。ロシア政府の「民営化国家プログラム」の場合も「左翼ラデ
ィカル」反対派の構想の場合も，ともに志向するのはそのような資本家的私
的所有の「再興」である。両者の違いは，その手順にあるに過ぎない。
「国家プログラム」は，小企業については国家資産を有償で売却し（オー
クション，コンクールス）， その買手を直ちに私的所有者＝経営者（新しい
資本家）とみなそうとしている。従業員は売却代金から一定の補償金を受け
取って新しい賃金労働者となる。買手が集団の場合は，新しい協同組合的所
有者＝経営者が生まれる。これがいわゆる「小民営化」である。大企業の場
合（いわゆる「大民営化」）は，資産額が大きいこと，個々人の手元にある資
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金が乏しいこと，従業員の同意を得ることの困難などが重なって，国家資産
を一挙に有償売却することは不可能である。したがって，株式会社化が目指
される。従業員には無償あるいは有償で一定比率の株式保有が保障される。
その限りで個々の従業員が株主になる。しかし，これは従業員を文字どおり
の私的所有者にしないし，そうするのが目的ではない。むしろ従業員集団を
民営化に同意させるための「餌」であり，その後の富の再配分・集中を引き
出すための，国家資産の広範かつ「公正な」第一次配分である。さしあたり国
家が圧劉的な株主の地位を確保しているし，従業員は自己保有株を自由に売
却することによってこの「私的所有者」は容易に「プロレタリアート」に転
化しうる。結局は，企業内外の資産家・グ）レープの手に支配株が集中し，彼
らが最終的に真の私的所有者＝経営者＝資本家となる。これがつまり「効率
的所有者」に他ならない。大きな「国家資本」比率のもとで旧来のノメンク
ラトゥーラ的支配を事実上継続しながら，比較的長期の展望で新しい資本家
・グループを発見・育成しようというわけである。従業員集団の圧倒的な部
分にとっては，生産手段と労働生産物からの新しい疎外が発生・定着する。
資本・賃労働関係の再現である。
批判者たちへの妥協としてその導入が今秋から促進されることになった
「民営化小切手」制度についてはどうであろうか。果たしてそれは国民を平
等な私的所有者にするであろうか。いままでに指摘したようにそうではな
い。それが文字どおり「記名」であって売買の対象にならないならば，その
ことの是非は別にして，国民は国家資産にたいして形式的に平等な請求権者
でありうる。しかし， それに止まることは，民営化の究極目的とは矛盾す
る。結果として，「記名」は第一次配分のためだけのものであり， その後は
この民営化小切手は自由に売買されることになる。かくしてそれは，株式の
場合と同様に，富の再配分・集中の手段に転化する。それは，全社会的規模
で，資本家階級と労働者階級への階級分化を促すことになるであろう。
「左翼ラディカル」的構想の場合はどうか。結果は同じである。国民経済
部門で働く人々は， 1人当たり 1千5百ルーリルの国家資産を強制的に無償
資本主義化を急ぐロシアの民営化問題（長砂） (571)335 
で受け取る。それを越える資産額は，信用買いすることになる。すべての労
働者が平等な私的所有者になるかにみえる。国家的所有に変わって新しい
「私的・集団的所有」が成立するかにみえる。しかし，この形式的平等のも
とに，重大な実質的不平等が潜んでいる。大企業の従業員は小企業のそれに
比べてより大きな私的所有を初めから保障されている。また，非国民経済部
門の勤労者は，国家資産の無償贈与から排除されている。しかも，この「私
的・集団的所有」も，結局は私的資本家的所有に転化する。なぜなら，たと
え当該企業の内部でも従業員は自己保有株を手放すことができ，またそのこ
とによる資本集中を通じて労働集団の中から有能な経経者＝資本家が生成す
ることが，公然と期待されているからである。ここでも，労働集団を私的所
有者・企業に一挙に仕立てる措置は，結局のところ，私的資本家・企業を生
みだすための「前奏曲」に他ならない。
以上，要するに，いずれの場合も，民営化は「資本主義化」そのものであ
る。そして，重要なことは，民営化のこの真の目的が公然と明言されないま
ま，民営化は市場経済への移行に不可欠であるとか，それなしには生産の経
済効率の引き上げは不可能であるとか，私的所有こそが人間に自由を保障す
ることができる，などの「もっともらしい」理由で，今までの「社会主義」
を嫌悪する国民・労働者階級を購着しつつ民営化が進められていることであ
る。民営化が「改革の一楼の望み」と言われることの真意はここにある，と
言ってよいであろう。
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